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1 .はじめに

家畜糞尿は、かつては貴重な有機物肥料として農耕地

で用いられてきたが、近年、多頭飼養化に伴い農耕地と

の結び付きが薄れ、農業と環境の聞に矛盾が生じるよう

になってきた。この理由として、家畜糞尿の取扱の困難

さから利用というより、むしろ処理処分という扱いに変

わってきたこと、多頭飼養化と購入飼料の増加に伴い農

地が受け入れられる以上の糞尿が排出されるようになっ

たためと考えられる。さらに糞尿処理・管理は直接には

利益を生み出さないため、絶対に不可欠であるにもかか

わらず合理化ならびに施設の整備が最も遅れてしまった

部門であると言える。

最近では家畜糞尿由来と言われる下痢や腹痛を引き起

こす原虫クリプトスポリジウムが話題となり、糞尿が水

道水源の河川に流れ込み、原虫が含まれる水道水が家庭

に配水される危険性が指摘されている。この他にも家畜

糞尿に由来する病原性微生物による疾病発生の可能性が

おおいにあることと考えられ、これらの対策が急がれて

いる 1)。

このような状況のなかで環境汚染防止に向けた堆肥盤

・尿溜の整備が急務であることは明らかであり、さらに

状況に応じて様々な糞尿処理・管理の方策が必要になる

と考えられる D ここで紹介するバイオガスプラントによ

るメタン発酵処理もそのひとつで、ある。メタン発酵処理

システムはデンマー夕、ドイツ、スウェーデンなどヨー

ロッパ諸国では一般的な処理技術となっているが、我が

国では畜産部門への普及は非常に少ない。しかし今後、

糞尿処理とエネルギー取得の両方が可能なこの方法が選

択肢のひとつとして確立される可能性は極めて大きいと

考えられる。
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2.諸外国における家畜糞尿対策

世界の先進農業国では、これまでの生産性追求のみの

農業から、生態系に合った環境保全型の農業への方向転

換が始まっている D なかで、も、農地への窒素負荷量の多

いヨーロッパ諸国は、一般に水道源を地下水に依存する

割合が多く、耕地率がわが国の 2倍にも達し、地下水汚

染源として農地の比重は高い。また、降水量が少なく、

平坦な地形のため、家畜糞尿や化学肥料の散布は地下水

の硝酸塩濃度に大きく影響する。ヨーロッパの飲料水基

準で、は硝酸塩濃度は50mg/.eが上限で、あるが、イギリス、

フランス、ドイツでは、すでにこれを超えている地域が

相当数確認されている。

ヨーロッパ諸国の糞尿対策は各国とも糞尿貯蔵施設の

設置義務と糞尿散布量と散布時期の制限が基本となって

おり、オランダでは、農家の過剰糞尿(リン酸量で125

kg/ha/年以上のもの)に対して課徴金を徴収する。

糞尿生産量がリン酸換算で125kg/ha年以上の農場の新

設や拡大を禁止する。など、ヨーロッパ諸国の環境保全

型農業への取り組みは、環境の保全とともに、農産物の

生産過剰を抑えようという政策も同時に働いている。

このようにヨーロッパ諸国では各種の施策が実行、あ

るいは実行予定である。なかでもオランダではきびしい

施策を立案している。家畜糞尿対策は施用基準量の他に、

排池量削減(飼料の改善)、草食家畜の飼料密度制限、

アンモニア低揮散型の土壌還元、密閉型糞尿貯溜槽を備

えた畜舎への切り替えなどの施策である。また、これら

に加え、基準にあった土壌還元ができない糞尿はコンポ

ストに加工して輸出し、国土の富栄養化を軽減すること

すら打ち出している D そのために必要な補助金は支出す

るが、環境対策強化のために農業が行えなくなった農業

者には、むしろ離農を奨励しそのための保証金も設けて
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いる 2)0

一方アメリカでは 1988年から低投入持続型農業

(LISA)を開始しているの。これは農地の砂漠化を防

止する目的で、1.輪作の積極的導入 2.生物的防除

の積極的導入 3. 家畜糞尿と緑肥の積極的導入 4. 

適切な機械耕運の実践が柱となっているO 糞尿問題は日

本に比べはるかに小さく、全家畜糞尿窒素の全農地還元

負荷は、 19k9N/ha、草食家畜糞尿窒素の永年草地へ

の還元負荷量も29kgN/ha!こ過ぎない。しかし、東部

や五大湖付近では河川や湖の水質汚濁が問題化し、いく

つかの州では長期貯蔵施設設置の義務化の条例が可決さ

れている 4)。

3.北海道における家畜糞尿処理管理の現状と問題点

家畜糞尿は人間のし尿に比べBOD(生物科学的酸素

要求量)やSS(浮遊物質)の濃度が高く、乳牛一頭で

BODが人間の47人分、 SSで125人分にも相当する。す

なわち、浄化処理をして河川に放流出来るようにするに

はきわめてコストがかかる。適切な処理を行って圃場に

散布する方法が合理的であり、化学肥料との代替価値も

大きく、地力保全には欠くことができない。

北海道における乳牛の飼養形態は、ここ数年、 1戸当

たりの飼養頭数の増加に伴い、つなぎ方式からフリース

トール方式へ移行する農家が急増している。糞尿処理の

形態は敷料の種類、量によって堆肥処理の場合、尿は尿

溜に牛舎から排出された糞尿は堆肥盤に堆積され、堆肥

化された後に圃場に散布される。スラリー処理の場合は

スラリーストア、ラグーンなどに貯留される。しかし飼

養頭数が増加してもこれらの施設規模はそのままである

場合が多く、さらに、飼料給与の変化に伴う糞の軟化、

敷料量の減少によって堆肥が流動化し積み上げが困難に

なったり、降雨の流入によって貯留量が減少している。

そのため、あふれた未熟堆肥を畑脇に堆積したり、堆肥

盤からあふれた糞尿が降雨時に流出するなどの問題が表

面化している。また、堆肥舎や屋根掛け堆肥盤が少ない

ため、降雨の混入による流亡、水分上昇、発酵不良など

の問題がある。つなぎ飼いで敷料を容易に多量に入手で

きるならば、堆肥化処理を図るのがもっとも経済的であ

ること考えられる。しかし、多くの場合敷料の不足によ

り、パーンクリーナから排出された糞尿は水分過多であ

り、空隙率が低いため古紙の敷料としての利用が考えら

れているO また、固液分離機による搾汁が行われている

が、敷料の混入量、性状、分離液の貯留、処理方法、寒

地での利用条件など検討すべき課題は多し仰。また、固

形堆肥化の他にスラリーあるいは固液分離液の曝気によ

る液状堆肥化が行われているが好気発酵を促進させるた

めには強度の曝気を連続的に行う必要があり、膨大なエ

ネルギーを必要とする。近年ヨーロッパでは、アンモニ

ア揮散を防止するために曝気を禁止している国もある。

このように、現場における糞尿処理・管理は飼養頭数

の増加に伴う貯留容量不足、敷量、使用量の減少と糞尿

の流動化、降雨の混入による水分上昇、貯留量の減少、

処理エネルギーの増大、アンモニア揮散など多くの問題

がある。

4.バイオガスプラン卜による家畜糞尿処理

有機性の廃棄物をメタン発酵させ排水を浄化する技術

は、下水処理をはじめ多くの産業排水に応用され、水処

理技術として広く用いられている。また、家畜糞尿をメ

タン発酵させバイオガスを回収する方法は中国やインド

で古くから行われている技術であり、わが国においても

戦後、生活改善事業として導入を試みた時期がある。し

かし、プロパンガスなどの普及により姿を消した経緯が

ある。1970年代、中東戦争による原油価格の高騰により、

自然エネルギーへの関心が高まり、大学や試験研究機関

で様々な研究が行われ、バイオガス利用についても多く

の研究の蓄積がある。また、近年は、環境保全の立場か

ら、関心が高まり諸外国では家畜糞尿処理の主要な方法

として位置づけられている。このような今日、バイオガ

スは古くて新しいバイオテクノロジーとして脚光を浴び

ており、家畜糞尿をメタン発酵させ液状堆肥化とバイオ

ガス回収を行う方法は北ヨーロッパを中心に、主にデ

ンマークでは共同利用型の施設として、ドイツでは戸別

型の施設として普及している。

メタン発酵は、嫌気発酵とも呼ばれ空気の入らない密

関された発酵槽で進行する有機物の分解反応であり、メ

タン菌群に属する微生物に有機物が分解されメタンガス

を生成する反応と、水素と炭酸ガスからメタンガスを生

成するふたつの反応の総称で、ある。後者は無機物よりメ

タンガスを生成する反応で、前者のメタン菌群がメタン

発酵の主役をなしている口家畜糞尿のような複雑な有機

物(脂肪類、炭水化物、タンパク質など)から構造が単

純な有機物(高級脂肪酸、アミノ酸、糖類など)への分

解は、加水分解過程と呼ばれ、さらにこれらが、酢酸、

プロピオン酸、アルコール、水素などに分解される過程

を酸発酵過程と呼び通性嫌気性菌が関与している。これ

らの生成物、主に酢酸などの低級脂肪酸がメタン菌群に

より、メタンガス、炭酸ガスおよびアンモニアに分解さ

れる過程をメタン発酵と呼ぷ。メタン菌は絶対嫌気性菌

群に属し、酸化還元電位で-150--140mVの嫌気的な環
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境でのみ活動が可能である 6)0

発生するガスはバイオガスと呼ばれ、メタンが約60%、

二酸化酸素が約40%、その他、微量の硫化水素、窒素の

混合気体である。メタン発酵によるメタン発酵菌からの

発熱はごく僅かであるため、発生したメタンガスなどに

より、発酵槽内を最適温度に加湿する必要がある。メタ

ン発酵は一般に中温発酵と高温発酵とに適温が分かれ、

その最適温度は範囲は、それぞれ30，......500C、50，......600Cの

範囲にある。また、中温と高温の有機物処理能力は、 1

: 2.5の比率で、高温の方が中温の 2倍以上の有機物処

理能力を有する。現行のメタン発酵槽は下水やし尿処理

も含めると95%以上が中温発酵法を採用しており信頼性

は極めて高い。その理由として加温熱量と発酵槽からの

熱放射が高温に比べ少なくて済むこと、また温度の変動

に対しての緩衝性が高いことなどがあげられる。さらに

毒物や阻害物質に対しての耐性も強いことが知られてい

る7)O しかし、近年、欧州で普及している家畜糞尿を対

象としたメタン発酵槽は55
0

Cを中心とした高温域で運転

されているものが多い。その背景には、断熱技術、熱交

換技術の進歩、さらに発酵槽の温度制御技術の飛躍的進

歩などがあげられる。また、消化液の有機物肥料として

の圃場還元に際し衛生面の配慮から、殺菌効果の高い高

温域での処理に対する評価が高まっている。家畜糞尿を

対象としたメタン発酵処理施設の場合、戸別型では中温、

大型共同施設では高温による運転が一般的になってい

る。

メタン発酵を阻害する要因として、発酵温度の激変、

許容範囲を超える高負荷投入、さらにこれによる滞留日

数の不足、 pH異常などがあげられる。また、発酵阻害

を引き起こす阻害物質には、ナトリウム、アンモニウム、

カリウムなどの塩類、陰イオン物質、銅、クロム、ニッ

ケル、水銀などの重金属、フェノール、トルエンなどの

芳香族化合物、洗剤、抗生物質などがある。家畜糞尿の

メタン発酵では、アンモニウムイオンの阻害が問題とな

り、一般に3000ppmを超えると阻害が生じると言われ

ている。また、高濃度の消毒剤や搾乳機械の洗剤、さら

に、抗生物質の大量の混入などにも注意を要する 8)0

メタン 1rrr当たりの低位熱量は約8500kcalで、あるの

でメタン濃度が60%であれば、バイオガス 1rrr当たりの

熱量は約5100kcalとなり、発酵によって得られるバイ

オガスは都市ガス以上の熱量であることが分かる。一般

に、バイオガスプラントでは年平均で 1日乳牛 1頭当た

り正味 1rrr以上のバイオガスを生産することが可能であ

る9)。ヨーロッパのバイオガスプラントでは、ガスを直

接販売したりバイオガスによる発電を行い売電による農

家収入がある。このようにメタン発酵は高カロリーの可

燃ガスが得られるばかりでなく、発酵後の液の肥料価値

の向上、すなわち、糞尿中の雑草種子1ぺ有害細菌が死

滅した悪臭の少ない肥効の高い液肥に変換することが可

能であり川、さらに好気発酵のようにアンモニア、二酸

化炭素などのガス揮散がないという利点がある。

5. デンマークにおける共同バイオガスプラン卜の取り

組み

デンマークでは1980年代前半に窒素、燐酸、有機物な

ど農蓄産業に起因する環境汚染が大きな問題として取り

上げられ、デンマーク政府はNPO(窒素、リン酸、有

機物)計画(1985年)、水環境計画(1987年)、農業の持

続的発展のための行動計画(1991年)を策定した。これ

らのうち畜産に関する計画の主要方針は次の通りであ

る。1.農地に見合う家畜頭数の上限設定 (1haあ

たり乳牛2.3頭) 2.糞尿の窒素利用最低基準の設定

3. 作物輪作、施肥計画書の作成義務 4. 糞尿を最低

6ヶ月貯留できる施設の設置

その結果、施肥技術の改善、輪作、作付け面積の調整

などにより糞尿中の窒素利用高率は、 1993/94実績で40

%にまで向上している。また、畜産農家の90%は最低 6

ヶ月分、 60%は最低 9ヶ月分の糞尿貯蔵能力を持つに至

り、これがバイオプラント建設の重要な動機づけとなっ

た。現在、デンマークでは、 20基の共同バイオガスプラ

ントが稼働しており、生産されたガスはすべて発電と地

域暖房に使われている。写真 1にデ、ンマークの比較的新

しい共同バイオガスプラントであるBlaabjergバイオガ

スプラントの外観を写真 2に発電施設を示す。デンマー

クでは発電はほぼ100%が火力発電であり、北海から出

る天然ガスを燃料とする施設が多い。また、地域暖房が

発達しており、エネルギー危機以来、発電所から出る余

熱はほとんど地域暖房に利用されている。発電の熱効率

は約40%であるが、地域暖房への余熱利用により熱効率

写真 1 デンマークの共同バイオガスプラントの外観
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写真2 バイオガスプラン卜の発電施設
(写真提供北王コンサルタン卜)

を90%まであげることが出来る。共同バイオガスプラン

トにおいても発電と余熱利用が普及の前提条件となって

いる。デンマークでは再利用エネルギーには税金が掛か

らないため、現在、 1rrlのバイオガスの価格は約1.7ク

ローネ(1クローネ約16円)となっている D

家畜糞尿と有機廃棄物の混合はガスの生産効率を上げ

ることが明らかになっている。そのためデ、ンマークのバ

イオガスプラントでは家畜糞尿の他にも様々な有機性の

廃棄物、さらに家庭から出る生ゴミも発酵原料として用

いられている。また、発酵後の廃棄物の圃場還元の安全

性を保証するためにこれらの原料は発酵前に熱による殺

菌処理が行われている。

多くのテクニカルトラブルは着実に解決されている

が、その費用が深刻な問題となっているプラントもある。

また、臭いも初期のプラントでは大きな問題であったが、

新しいプラントではこれらの問題も解決され驚くほど臭

いがしなかった。スラリーの輸送費は共同ノ〈イオガスプ

ラント運営の重要なカギであり、コストの35"-'50%が輸

送費である。写真 3にスラリー輸送用のタンクローリー

を示す。通常20トンのローリーが使われており、平均輸

送距離は往復18"-'28kmである。写真 4にホースアプリケ

ーターによる発酵後の液肥の草地への施用の様子を示

す。このような散布時のアンモニアなどの揮散を極力少

写真 3 スラリー輸送用のタンクローリー
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写真4 ホースアプリケーターによる発酵後の液肥の
草地への施用

なくするためにホースアプリケーターやスラリードリ

ル、スラリーインジェクターなどが用いられている。

以下、デンマークにおける共同ノ〈イオガスプラントの

利点を要約する。1.発酵処理した糞尿は作物に吸収

されやすく、窒素利用率が向上し、同時に無機窒素肥料

Nの使用量が約70%減少した。 2.牛糞尿 (Kを多く

含む)と豚糞尿 (pを多く含む)の混合により価値が向

上する。 3.家畜糞尿と有機廃棄物を効率的に圃場へ

還元できる。 4. これらの結果、窒素などの水系への

流出が軽減できる。 5. 発酵により病原菌、雑草種子

が死滅し、農薬の使用量が軽減できる口 6. 地球温暖

化、温室効果を低減出来る問。

このように、デンマークでは15年間にわたる尽力と多

額の投資により今日のシステムを構築し、さらに国内外

への普及を図っている。バイオガス、風力などの自然エ

ネルギ一関連産業はデンマークの重要な輸出産業にもな

っている。

6. ドイツにおける戸別型バイオガスプラントの取り組

み

ドイツにおいても他のヨーロッパ諸国同様、年間ha

当たりの家畜糞尿スラリーの施用上限、施周期間の限定、

6ヶ月間の糞尿貯蔵容量の確保などが義務付けられてい

る。現在、ドイツでは400基のバイオガスプラントが稼

働じており、その半数は1994年以降に建設されたもので、

それらの90%は1日の処理量が10rrl以下の戸別型小型プ

ラントである。ドイツにおけるバイオガス利用の歴史は

古く、最も古いプラントは1957年に建設されている D 日

本と同様、 1950年代から1960年代の始めにかけて最初の

普及がみられ、その後、原油価格の高騰によるオイルシ

ョックが起こった1973年から1984年の聞に約70基のプラ

ントが建設されている。写真 5にドイツの戸別型発酵槽

の代表的な形式であるダームスタッド型(水平円柱型)

発酵槽を示すD 現在、ドイツには約10社のバイオガスプ
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写真 5 ドイツの戸別型発酵槽
(写真提供 コーンズエージー)

ラントメーカーがあるが、 1985年以降の動きとして環境

保護団体による非営利、農家と支援団体の施工によるプ

ラントが増えている。これらのためのビ、ルデ、ィングキッ

トも販売されている。 ドイツの戸別型プラントの特徴と

して、初期のプラントではガス利用は熱利用のみであっ

たが、 1985年以降のプラントではガスエンジンによる発

電エンジンの廃熱による原料の加温、発酵槽の保温、コ

・ジェネレーションシステムの採用がある。写真 6にド

イツの戸別型プラントのガスエンジンと発電装置を示

す。戸別型バイオガスプラントはデンマーク同様、ドイ

ツにおいても重要な輸出産業になっている。

さらに、従来の好気発酵による堆肥化では酸性雨の原

写真6 ドイツの戸別型プラン卜のガスエンジンと発電装置
(写真提供 コーンズエージー)

写真7 乾式メタン発酵施設

因となるアンモニアガスや地球温暖化ガスである二酸化

炭素などが揮散することから、これにかわる固形堆肥化

の方法として、メタン発酵による固形有機廃棄物の固形

堆肥化技術が注目されている。一般に液状の廃液を対象

としたメタン発酵を湿式メタン発酵と呼ぶのに対して、

これらの方法は乾式メタン発酵と呼ばれている。写真 7

に厨芥、芝草など住宅地からの廃棄物を主な原料とした

乾式メタン発酵施設を示す。写真 8に生成したメタンガ

スを燃料とした廃棄物収集用のダンプトラックを写真 9

にメタンガスも利用できるハイブリットカーを示す。欧

州の主要自動車メーカーではこのようなメタンガスを使

用できる車両の生産を行っている。これらの車両はコス

トの面では採算は合わないが、自然エネルギー利用の啓

蒙のために用いているとのことであった。

7. 北海道におけるバイオガス利用の展望

一般に搾乳牛の場合、 1日1頭あたりの排池量は糞で

40kg、尿で、20kg、合計60kgの糞尿が排j世される 13)。さら

にこれに麦幹などの敷料が加わる。これらをメタン発酵

する場合、パーラー排水などをうまく利用して液状化し

たスラリーとして扱う必要がある。しかし、多くの場合、

敷料を用いているため、固液分離が必要となる。 200頭

飼養の農家であれば、滞留日数を15日とすると発酵槽容

写真8 生成したメタンガスを燃料とした廃棄物収集用の
ダンプトラック

写真 9 メタンガスも利用できるハイブリット力一

- 14-
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積は約180rrfとなる。また、発酵槽は中温で35---40
0

C、

高温では55---60
0

Cに保つ必要があり、冬期間、これらの

発酵温度を保つためには断熱のしっかりした構造が要求

される。また、発生したバイオガスを利用するために硫

化水素と水分を取り除くプロセスが必要となる。これら

の他に消化液を貯留するスラリータン夕、散布のための

バキュームカ一、スラリードリル、さらに、経済効率を

高めるためにはガスエンジンによる発電装置が不可欠な

付帯装置となる D バイオガス施設の普及を考える場合、

これらの条件を満たした安い取り扱いが簡単な施設の開

発が重要となる。ガスエンジンを備えたバイオガス施設

の場合、発電による売電収入を見込むと維持経費をカバ

ーし、さらに収入が見込める可能性がある。また、発酵

後の液肥の肥料価値を考えると、バイオガスプラントの

経済性は必ずしも否定的ではない。さらに、環境保全効

果を考慮するとバイオガスプラントによる家畜糞尿処理

は大きな可能性を包括していると言える。しかし、その

一方で、バイオガスプラントを北海道で普及させるために

は施設の建設コストの低減、寒地仕様のプラントの開発、

回収したバイオガスの有効利用、売電、発酵後の液肥の

積極利用、さらにスラリーの運搬方法、圃場への散布な

ど解決しなければならない問題は多い。

8. まとめ

糞尿の散布を積極的に行っている農家では、春先に化

成リン酸を施用するだけで立派な牧草ができ肥料代が半

分から 1/3に減少したという話を聞く。やはり、糞尿

は適切な量を適切な状態で圃場に還元することが不可欠

であることが分かる。糞尿の問題は、畜産業にとって大

変やっかいな問題であり、さらに自然環境に対しても大

きな負荷を与える。バイオガスプラントの視察でデンマ

ークを訪れた際、農家の方にこのようなことを言われ

た。「日本は工業技術の優れた固なので、バイオガスプラ

ントは、すぐ作れるでしょう D でもこれをうまく農村に

導入し使っていくには、社会全体の農業に対する理解が

なければ難しいよ。」複雑な気持ちで農場をあとにした。

北海道の農業がバイオガス施設を導入することによって

糞尿を良質肥料、自然エネルギーとして再資源化し、コ

スト、品質の両面で競争力のある足腰の強い産業として

再生するきっかけとなればと考える。
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